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問題の提起
　わたしたちにとって、公立美術館のイメー
ジは何であろうか。まず、建物としての芸術
性や注目度が先行するのか。あるいは、そこ
に収蔵・展示されている作品への注目度が先
行し、それらを収納するスペースとして理解
されているのか。さらに、そこに公立という
要素が付け加わったとき、公立美術館がどの
ような役割をもつのか。それは従来において
は、芸術的感性の養成など教育的な意味があ
り、それが文化行政との連動性のなかでその
位置づけがなされてきた。
　現在では、公立美術館は地域の文化資本と
して地域経済の発展に寄与すべきものである
という役割が、さらにつけ加えられた感があ
る。個人のコレクションを一般公開した私立
美術館ではなく、「公立」美術館の場合、設
置運営主体としての「公」と美術品の展示を
行う「美術館」との間の関係性は、「公」で
あるからこそ問われてきた。
　ここで、美術館の学芸員、建築家や作家た
ち―アーティスト―の対談集である『美術館
と建築』から、公立美術館についてふれられ
たところをみてみよう1）。その多くは公立美
術館の問題点と課題への言及といってよい。
たとえば、つぎのような指摘である。
１）全国的に似たような建物である―「建
築でも、コレクションでも、なにかひと
つに特化した個性的な美術館というもの
が出来にくい」こと、役所の前例主義の
下で、議会で建設案が通りやすいため
か。
２）立地的特徴―土地価格のためか、中心
部ではなく郊外で建設されること。
３）貸会場としての機能が求められること
≒特異性。
４）楽しく親しみやすい展示の企画が困難
なこと―「公立美術館の場合には、教養
主義を唱える上司や、その背後で企画運
営をコントロールする自治体や議会に
よって拒否されてしまうケースが多いと
聞く。中途半端な企画と中途半端な展示
に終始している例にしばしば出会う」こ
と。
　これらの指摘は、別段、公立美術館だけに
限ったことではない。他の分野でも、この種
の指摘は、民間主導の駅前開発やイベントか
ら、さまざまな分野と事業にいたるまで、企
画・運営主体としての公的部門の問題点とし
て、従来からもしばしば論じられてきたこと
でもある。それゆえに、民間主導プロジェク
トとか、すでに行われている事業について
は、民営化あるいは公設民営化などの動きも
盛んになってきた。だが、この主たる背景
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１）酒井忠康監修『美術館と建築』青幻社（2013年）。
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は、地方財政の悪化にあることは言うまでも
ない。つまり、公的部門の事業などの見直し
が、それらの事業を支える財政基盤の悪化に
よって、「公」と「民」の社会的な意義が問
われることなく展開してきているのが現状で
はあるまいか。
　この種の議論を美術館に引き寄せれば、公
立美術館の意義を問い、その民営化を論じる
以前に、すでに多くの民間美術館―設置主体
は個人、財団、企業など―があるのであっ
て、屋上屋を架すように、地方自治体など公
立主体がなぜ美術館を建設しなければならな
いのかという疑問も当然ながら生じる。で
は、民間美術館が存在しないところには、公
立美術館がなぜ必要なのか。その地に民間美
術館がなくとも、なんらかの交通手段を利用
することでそのような美術館を訪れることが
可能なれば、どのような地理的な条件のとき
に公立美術館の必要性があるのかという議論
ももちろん成り立つ。
　公立美術館の存立をめぐるそうした論点を
整理するまえに、公立美術館の歴史を簡単に
振り返っておこう。美術品だけを（収蔵）展
示する専属の建物ではなく、施設名として
「美術館」という名称が付された建物が設置
されたのは、日本では明治 5［1872］年に東
京湯島聖堂を利用した博覧会で「博物館」が
開館したあと、五年後の明治 10［1877］年
に東京上野で開催された第一回内国勧業博覧
会で「美術本館」が開設されている2）。翌年
の第二回内国勧業博覧会場として博物館本館
が開館するが、関東大震災で大きな被害を受
け、再度、本館が建設されている。明治期に
東京以外の地では、奈良や京都に国立博物館
が建設されたが、博物館と美術館の区別は明
確とは言い難い。私立美術館ということで
は、新潟県の農家出身で貿易、土木、鉱山、
ホテル事業などで産を成した実業家の大倉喜
八郎（1837～ 1928）が、自らの古美術など
のコレクションを収蔵・展示するために建設
した大倉集古館が大正 6［1917］年に自邸の
一角に開館―関東大震災で展示館は新たに建
設―している。
　公立美術館ということでは、九州の炭鉱で
産を成した実業家の寄付金により、昭和元
［1926］年に東京府美術館が開館している。
この美術館は、当初は収蔵品を持たず、画家
など美術家の作品発表の場として建設された
意味合いが強かった3）。戦後、この建物は老
朽化のため取り壊され、コレクション活動も
始まり、現在の東京都美術館は昭和 50［1975］
年に前川國男（1905～ 86）の設計によるも
のである。その後、1930年代になり美術館
設立の動きが活発化する。昭和 5［1930］年
には民間初の西洋近代美術のコレクションの
大原美術館、昭和 8［1933］年には京都市美
術館（大札記念京都美術館）、昭和 11［1936］
年には住友家の寄贈した敷地に大阪市立美術
館が開館している。
　第二次大戦後の動きは、香川県高松市出身
の猪熊弦一郎4）（1902～ 93）の運動もあり、
昭和 24［1949］年に戦後初の公立美術館と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２）開催期間はおよそ 3カ月間である。内務卿の大久保利通（1830～ 78）が 1873年開催のウィーン万国博
覧会を参考に、将来の殖産興業―勧業―に役立つような物産の展示が行われた。美術本館のほかに、農
業館、機械館、園芸館や動物館（園）が建てられた。
３）設計は東京美術学校教授でもあった岡田信一郎（1883～ 1932）であった。東京府（都）美術館はこの 3
年後に改築、戦後は昭和 31［1956］年に改築された。
４）東京美術学校洋画科に学び、帝展入選を果たす。昭和 13［1938］年に渡仏、アンリ・マティス（1869
～ 1954）の下で学んだ。 昭和 15［1940］年に帰国、昭和 30［1955］年に米国ニューヨークに活動拠点
を移し、以後、抽象画へ傾倒していくことになる。
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して高松市美術館が開館した。この 2年後に
は、日本初の公立近代美術館として、神奈川
県鎌倉市の鶴岡八幡宮の境内に神奈川県立近
代美術館が開館することになる。スイス人
で、フランス建築界で活躍したル・コルビ
ジェ（1887～ 1965）の下で学び、戦前のパ
リ万博日本館の設計を手掛けた坂倉準三が設
計にあたった。
　美術評論家で同館の館長を務める水沢勉
は、当時のことを振り返り、「神奈川県立近
代美術館の誕生は、『前代未聞』の出来事で
あったといっても過言ではない。……独立国
としての主権を回復する 1年前に、神奈川県
立美術館は生まれた。坂倉準三（1901～ 69）
が、『近代美術』に特化したデザインの美術
館建築を、既存の建物ではなく、完全に新築
で出現させたのである。1929年のニューヨー
ク近代美術館、1942年のパリ国立近代美術
館（正式の開館は 1947年）……そして 1951
年の鎌倉の鶴岡八幡宮境内の神奈川県立美術
館。先行する二つの近代美術館は、いずれも
既存の建物を利用したものであった。……
1951年 11月から翌年 11月まで 1年間のあ
いだに『セザンヌ、ルノワール展』から『中
央アジア展』まで、じつに 22本もの展覧化
が開催されている」5）と当時を振り返ってい
る。
　美術史的にも、あるいは、建築史的にも神
奈川県立近代美術館は、敗戦の混乱がまだ残
る時期に、四国は香川県の高松という地で公
立美術館が山口文象6）（1902～ 78）の設計で
開館し、鎌倉や高松という地から日本社会に
与えた公立美術館の意味はきわめて大きかっ
たのである。神奈川県立近代美術館の設計者
の坂倉準三や山口文象もモダニズム建築家で
あった。これらはいずれも新築であるもの
の、昭和 27［1952］年に開館した東京国立
近代美術館は旧日活本社ビルを改修したもの
であるし、この翌年に開館した岡山県の成羽
町美術館（現高梁市成羽美術館）7）は公民館
の一部を利用して開館している。
　その後の公立美術館の開館をみておくと、
1960年代に入り北海道、広島県や山形県、
1970年代では和歌山県、愛媛県、兵庫県、
浜松市、栃木県、西宮市、鳥取県、奈良県、
群馬県、千葉県、北九州市、熊本県、福井
県、大分県、山梨県、東京都の板橋区、豊橋
市、1980年には公立美術館開館の動きはさ
らに加速し、宮城県、富山県、埼玉県、岐阜
県、石川県、佐賀県、福島県、滋賀県、福岡
県、北海道、静岡県、茨城県、岡山県など県
立だけではなく尾道市、渋谷区、都城市、大
阪市、呉市、東京都、刈谷市、姫路市、米子
市、倉敷市、下関市、練馬区、新潟市、鹿児
島市、世田谷区、目黒区、町田市、伊丹市、
川崎市、名古屋市、福山市、秋田市、横浜
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
５）神奈川県立近代美術館編『鎌倉からはじまった―「神奈川県立近代美術館　鎌倉」の 65年―』建築資
料研究社（2016年）、12頁。同館の建築思想については、神奈川県立近代美術館編『空間を生きた『神
奈川県立近代美術館　鎌倉』の建築 1951―2016』建築資料研究社（2015年）を参照のこと。
６）東京浅草の宮大工の家に生まれ、東京高等工業学校付属職工徒弟学校で土木技術を学ぶ。近代建築運動
に加わり、後に内務省復興局の嘱託技師等を務め、発電所の建築デザインを担当。ドイツ時代にはバウ
ハウス運動にも影響を受ける。自らの建築事務所を構え、和風建築にも関心を持ちながら、モダニズム
建築を手がけた。戦後は猪熊弦一郎や丹下健三等とも交流があった。
７）同美術館は昭和 26［1951］年に成羽町の町制 50周年を記念して、大原美術館のコレクションに関係し
た成羽町出身の画家児島虎次郎の作品を購入して、同作品の展示する場として美術館を開館。その後、
児島家より虎次郎の遺作絵画の寄託・寄贈を受けて、新成羽美術館を開館し、後に高梁市成羽美術館へ
名称を変更。
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論点の整理
　美術館の機能とその公共性は、公立美術館
においてどのように両立するのか。とくに、
美術館の機能といった場合、それまでの収集
（蒐集）と展示という機能をどのようにとら
えるのか。美術館の場合、収集といっても単
に美術品としての価値あるものを「集める」
には、その前提となる調査や研究という機能
やそれを担う人たちは、個人コレクターのそ
れとは異なる。特に、公立美術館の場合、ど
うしても「公」という視点と立場から何を調
査・研究し、地域の公立美術館として何を集
め、展示するのかが問われて当然である。
　そこでは公共財としての美術作品、さらに
は自館のコレクションだけでなく他館から作
品を借りて行われる展示会の公共性とは何か
も問われる。ときに、展示作品の芸術性が問
われ、展示会の趣旨が政治的であるなどの理
由で公立美術館として相応しくないとの議論
が行われるのはこのためでもある。しかしな
がら、アート史は作家などの既存権威、常
識、既成概念への社会批判の連続のなかで形
成されてきた。現在、多くの来館者を集める
印象派などもかつての画風と異なるが故に異
端視されていたことを考えると、現代アート
などはその評価が定まるまでに一定の時間を
要するのは当然でもある。
　公立美術館はつねにこの種の批判から逃れ
ることは困難である。他方で、調査・研究・
収集・保存・展示の役割を担う人たちが学芸
員―国立（独立法人）の場合は研究員―と呼
ばれることが多かったが、現在ではキュレー
市、飯田市、広島市で建設が相次いだ。
　この動きはバブル経済やふるさと創生事業
制度8）の下の 1990年代にも、公立美術館は
東京都、新潟県、高知県、秋田県、宮崎県、
山口県、島根県の県立美術館のほか、札幌
市、天童市、浦添市、水戸市、高崎市、芦屋
市、丸亀市、田川市、郡山市、神戸市、足利
市、佐倉市、豊川市、奈義町、富岡市、豊田
市、周南市、岡崎市、新潟市、福井市、茅ヶ
崎市、浜松市（天竜市）、川崎市、大分市、
うらわ市、府中市などで公立美術館が開館し
た。2000年代になってもこの動きは続いた。
兵庫県、岐阜県、新潟県、島根県、長崎県、
青森県や沖縄県のほか、川越市、松本市、熊
本市、金沢市、横須賀市、十和田市、碧南
市、静岡市、今治市、前橋市なども公立美術
館が開館している。
　そうした公立美術館の数をとっただけで
も、さらに、その他の民間美術館を含めれ
ば、当然、地域による多寡にある程度の差が
あるものの、日本の地域には多くの美術館が
存在している。そうした美術館の地域社会に
果たす役割は何であるのか。従来において、
この種の議論は、地域の人たちの文化意識の
向上を通じて地域社会の文化の向上に資する
ことで、地域社会の活性化などがはかれると
いう点において、その存在が論じられてき
た。だが、地域財政の悪化は、公立美術館を
中心にそうした地域社会の活性化と同時に、
今後はますます地域経済の活性化に果たす役
割が問われるようになってきている。小論で
はこの種の議論の論点を整理しておくとともに、
今後の展望と課題の一端を探っておきたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
８）竹下登（1924～ 2000）は昭和 62［1987］年の自民党総裁選挙の際の公約＝政策として掲げた。東京一
極集中の国土づくりの是正を意図した「ふるさと創生」が必要だとされた。現実の政策内容に関しては、
竹下首相は全国の市町村に一律 1億円を交付し、地域の産業的・文化的資源の活用とその使途について
は、自治体の創意に委ねることとした。しかしながら、自治体の中にはその運用方法や事業内容につい
て批判されることもおおく、その後、1億円の交付金は平成 11［1999］年以降に廃止されることになる。
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ミングとしては公立地域アートとは呼ばれて
おらず、当初はアート展示の場などをめぐっ
て住民との対立などもあったが、観光客の増
加を通じた物品やサービスなどの消費増とい
う経済的即効性が魅力的であることはいうま
でもない。
　だが、そうしたイベント型地域アートは、
現在の各自治体の観光政策と同様に競合する
なかでその効果は薄まる側面もすでにみられ
る。ただし、それまでのハード面≒ストック
型を重視した企業誘致政策としての工業団地
建設と比べれば、予算規模はソフト面≒フ
ロー型であり、政策当局からみれば財政負担
が相対的に軽い政策である。これが各地で地
域アートイベントが増加した理由の一端であ
る。
　美術館を飛び出し、地域をミュージアム
化 10）する美術館以外の空間で展示する地域
アートプロジェクトの興隆は、他方で、室内
空間を提供する公立美術館の役割と今後予想
される大幅改築や立て替え時に、公立美術館
の存立理由―必要性―の公共性の議論を浮上
させる。大きな展示空間をもち、作品の維持
管理に必要な湿度・温度管理に不可欠な空調
設備の入れ替え―よりエネルギー効率の優れ
た機器への転換も含め―は、とりわけ、1970
年代や 1980年代に建設された美術館にとっ
て、重要な問題となっている。
　たとえば、昭和 49［1974］年に展示棟―
管理棟は 2年後―が竣工した千葉県立美術館
の場合、16年後から空調機改修工事、空調
用ポンプ、ガス設備などが行われ、その後、
ターやキュレーションという言葉がよく使わ
れるようになってもきている。学芸員の成相
肇は、「学芸員」から「キュレーター」への
語義変化の背景について、美術館のおかれて
いる状況と重なっているととらえてつぎのよ
うに指摘する。
　「『キュレーション』への注目が一面で
は、少なくとも日本においては、企画中心
主義に結びついていることもたしかです。
いまや美術館は、コレクションを保存管理
し、常設展を通じてそれらを公開し、また
それらについて研究した成果や情報を公共
に換言する場ではなく、そのつど新たに組
み合わされた（キュレートされた）一過的
なイベントのための会場となっています。
何の留保もなく、学芸員を神官であるとは
とてもいえる状況ではありません。……
キュレーションとは、人が作りだしたもの
に織り込まれた無数の情報を読み取り、そ
の価値を分かち合うとすること、あるいは
もっと端的に、文化を介して公共性を考え
る術である、とここで仮に言っておきま
しょう。かつて公共性を担っていた美術館
が、言葉とともに無数に拡散する事態は、
すでに始まっているはずです。」9）
　成相が示唆する「公共性を担っていた美術
館が、言葉とともに無数に拡散する事態」と
は、現在では美術館の外において各地に開催
されるようになった展覧会やいわゆるアート
プロジェクトの興隆である。これらの地域
アートは地方自治体が補助金などの下で企
画・運営されていることも多いものの、ネー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
９）成相肇「キュレーションが拡散している」フィルムアート社編『キュレーションの現在―アートが「世
界」を問いなおす―』フィルアート社（2015年）、48頁～ 49頁。なお、成相がキュレーター＝神官と
述べているのは、この言葉が curate＝「司祭の補佐」を意味する原義からきていることで、どこか「神
聖な意味」が付与され、美術館＝作品を祀る神殿とそこに仕える神官＝学芸員というイメージがあるか
らである。
10）この概念などについてはつぎの拙著を参照のこと。寺岡寛『地域文化経済論―ミュージアム化される地
域―』同文舘（2014年）。
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また検討されるべき課題である。この課題を
探ることは、公立美術館は誰のものという視
点を意味する。それは県民や市民のものとい
う形式論理がつねに優先する。
　だが、現実に、収集方針などの決定におい
てタウンミーティング的な集会で「民主的」
に決定することは形式的には可能であって
も、現実には困難であることはだれにも明ら
かである。それゆえに、専門家たる人びとが
組織され、そうした選定委員会で方針や具体
的な収集作品が決定される形式手続きがとら
れているのが現状であろう。しかしながら、
そうした選定委員会においても、地方自治体
の首長や議会などによる文化政策の明示がな
ければ、現実には現場任せになることはいう
までもない。
地震対策として屋根材剥落工事なども行われ
ている11）。地震対策などは公共性の高い建物
として必要不可欠な工事である。老朽化から
建物の部分的補修にとどまらず、新しい建物
に代替された大分県立美術館のような例もあ
る12）。今後も、美術館の補修・改築が大きな
課題となることはいうまでもない。
　他方、美術館は著名建築家による建物自身
が大きな彫刻作品としてそのアート性が強調
される傾向にもある。こうした建築としての
美術館の価値もあろうが、重要なのは収集作
品の価値にかかわる美術館のコレクションの
中身であり、展示会などの企画・運営力であ
る。公立美術館の場合、それでは、公共性を
もつ収集方針とは何であろうか13）。同時に、
そうした収集方針と実際の収蔵品の整合性も
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
11）詳しくは千葉県立美術館『年報 No.40（平成 25年度）』を参照。
12）昭和 52［1977］年に開館した大分県立芸術館の老朽化にともない、大分県は平成 22［2010］年に大分
美術館構想検討委員会で新美術館の必要性を検討して、県知事に新美術館の建設を答申した。建設地と
しては別府市などもあがったが、大分市に決定された。竣工は平成 26［2014］年 11月であった。旧芸
術館所蔵の作品は新美術館に引き継がれた。以前と比べて、展示スペースがかなり大きくなった。
13）こうした問題は知事の交代によって、文化政策に関心をもつ、あるいは関心をもたない新知事の登場に
よって、改めて問われたケースもみられる。この背景には長期政権が変わったことによって、地方財政
問題から各部局の予算や予算執行が再検討されることがある。新潟市美術館の場合、コレクションの収
集方針や実際の収蔵品のあり方から公立美術館の機能や役割が問われたといってよい。ジャーナリスト
の橋本啓子は、コレクションについて「スポンサーでもあり、受益者でもある市民へのまなざしが、果
してあったろうか。彼ら（美術館関係者―引用者注）が目指したのは、おそらく新潟市に存在する必然
性のない、それどころか日本にある必然性もない美術館だったかもしれない。選定委員会の議事録にも、
美術館運営協議会の議事録にも、新潟市という風土、市民のあり方において、また新潟市という都市規
模に対して美術館がどうあるべきかという議論は見あたらない。美術に関心のないほとんどの市民に対
して美術館がどうアプローチしていくかという視点も少ない。これはおそらく、設立の経緯によるのだ
ろう。実作者の集まりである市美術協会が設立を働きかけ、その会員の一人が開設準備室に採用されて
おり、……市美の内側も、応援する側も実作者の集まりなのだ……」と指摘する。現在でいえば、企業
経営論での「ガバナンス」や「ステークホルダー」の問題であるが、公益組織である公立美術館の場合、
そうしたガバナンスやステークホルダーを組織の健全性維持のためにどのように取り込むが課題であ
る。橋本啓子『水と土の新潟―泥に沈んだ美術館―』アミックス（2012年）45頁～ 46頁。橋本は、収
集方針のほかに寄託品のあり方も問題提起する。現在、収集品をもたない美術館も登場するなかで、公
立美術館の収集方針は単なる個人コレクターではない以上、新聞社などが主催する特別企画展も存在す
るなかで、すでに収集している作品の常設展などのあり方も問われている。橋本もこの点にふれ、「日
本における展覧会のありようが、新聞社などが主催し広告宣伝を盛んに打って大量動員をめざす大型企
画展に偏って」いるなかで、「市町村単位の財政規模は脆弱に過ぎる市、何よりも効率が悪い」ことを
指摘する。橋本の指摘のように、そうしたなかで公立美術館は何を収集し展示し、市民に開かれた美術
館をどのように構築するのか。現在も将来も真剣に検討すべきであろう。橋本前掲書、129頁～ 130頁。
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ともかくとして、必ずしも実質的に明示化さ
れてきたとはいえない。公立の博物館や美術
館は、法律的には「教育基本法」で「教育の
目的の実現に努めなければならない」社会教
育施設である。ここで先の「収集方針」とい
う点に戻れば、当然ながら、社会教育の上に
おいて有益な作品という形式論理が登場する
にちがいない。それでは、だれがそれを判断
するのか。そのために、専門性をもつ学芸員
や研究員が公立社会教育施設にも必要にな
る。
　この点について、野田は「元来自治体にお
いて文化は主要な業務ではなかった。文化芸
術振興基本法施行前は、それぞれ個別法によ
り職務が規定されている公民館、図書館、博
物館、文化財保護を除く芸術振興や人材育成
などの文化政策は、やってもやらなくてもよ
い『任意』の政策分野であった。そのため、
多くの自治体では文化政策にも関する行政計
画、政策体系、予算措置、人的措置などは必
ずしも十分とはいえる状態ではなかった。特
に規模の小さい市町村にはその傾向が強かっ
た。また、そもそも自治体において文化専門
職制度が確立していないため、アーツ・マネ
ジメント15）の専門教育を受けた者がその専
門性を生かせる仕組みはないといえる。仮
　では、文化政策とは何かということにな
る。日本の場合、多くの論者がすでに指摘し
ているように、国―中央政府―においては文
化政策≒文化財保護の観点が強く、必然、地
方自治体へもその考え方が浸透してきた。実
際には地方自治体で文化事業を担当し、文化
政策研究者となった野田邦弘は、文化財保護
とは別の視点で、文化政策が模索されてきた
のはむしろ地方自治体ではなかったかと指摘
する。
　野田は、「自治体文化行政が全国的ブーム
となるのは、1970年代に府県の首長部局の
なかに『文化課』『文化室』といった所管課
を設置することに始まる。これらの自治体で
は、従来は教育委員会社会教育課で所管して
いた文化事業を首長部局に移管したのであ
る。……首長部局に文化担当部署を新設した
のは革新自治体が多い。当時革新自治体が取
り組んだ政策としては、市民参加、情報公
開、消費者行政、コミュニティ、まちづく
り、公害・環境・地域おこし、自治体経営な
どと並んで文化行政が挙げられている」14）と
指摘する。
　文化政策や文化振興事業という視点が地方
自治体にも登場したからといって、地方自治
体の文化政策と美術館行政との関係は文言は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
14）野田邦広『文化政策の展開―アーツ・マネジメントと創造都市―』学芸出版社（2014年）、24頁～ 25
頁。1970年代は、それまでの経済復興から経済成長へとの政策の下で、日本社会の歪が公害問題などに
顕在化したように、その是正が強く求められ、東京都、京都府、大阪府、神奈川県などでいわゆる革新
知事が登場することになり、従来とは異なる視点を象徴する政策として「文化」政策が登場した背景が
あった。文化課や文化室の組織名のほかに、文化局、文化振興室や文化事業室などの名称の部局が登場
している。
15）文化社会学者の小林進は、「アート（ツ）マネジメント」について、「アート（ツ）マネジメントとは芸
術活動、芸術のおかれている環境、あるいはそれに対する政策について経営的視点から検討する、また
非営利芸術団体・施設の運営を行うことであり、経営学の一分野とも見ることができる」と定義したう
えで、英国の大学院で創始されたことに言及する。小林進『コミュニティアートマネジメント―いかに
地域文化を想像するか―』中央法規（1998年）、2頁。とはいえ、日本の経営学部あるいは大学院でアー
ト（ツ）マネジメントがカリキュラムとして定着しているわけではない。日本でアート（ツ）マネジメ
ントという考え方が注目されてきたのは、地方自治体の財政悪化による公立文化施設のコストダウンや
入館料増加のためのマーケティング手法などの経営的手法の導入の必要性からきているのではないだろ
うか。
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学校での作品展示、町や村全体、都市では商
店街などのいろいろな場所を展示会場とする
地域アートやアートプロジェクトなど美術館
を飛び出したようなアート展示も各地に展開
する時代となっている。こうした多様化する
アートの時代にあって、行政が文化政策の下
で美術館の企画・運営にあたるにはあまりに
も予算や人材面での制約が大きい。
　他方で創造都市や観光促進のための文化都
市などの構想の必要性も叫ばれ、経済政策と
しての文化政策の必要性が論じられている。
多くの公立美術館によって、そのような要請
のすべてを満たすことは容易ではないし、ま
た、荷が重すぎる側面もあろう。にもかかわ
らず、美術館を飛び出したアートプロジェク
ト≒地域アートが地方自治体の地域経済政策
や文化政策の制度的手段として各地で開催さ
れてきたのは、ある程度の経済的効果、とり
わけ、観光客の吸引による地元経済への波及
効果が認められてのことによる。
　だが、持続性は他地域との競合―他地域も
同様にアートプロジェクトを開催してきてい
る―で、その経済効果はさらなる投資なくし
ては困難になることは、かつての工業政策な
に、一般行政職員として自治体に採用された
ら、数年ごとに人事異動をすることになるの
で、専門性は育ちにくい」16）とも指摘する。
　この文脈で、NPO17）がアートも含めさま
ざまな分野で生まれことの背景を考えれば、
地方自治体との「連携」という名称の下に、
それまでとは異なった政策が実施されてきた
ことが理解できよう。特定非営利法人（NPO）
の推移は、内閣府の統計では、「特定非営利
法人促進法」（平成 10［1998］年末施行）以
降に、その数が急増している。芸術や美術関
係の NPO―いわゆるアート NPO―もまた増
加している。それは地方自治体の財政と専門
性の制約を NPOの利用によって補おうとす
る動きでもあった18）。現代アートに象徴され
るように、アート自体の内容がそれまでの絵
画や彫刻などの他にも多様化しつづけてい
る。現在では、パフォーマンスアート、特定
展示空間におけるインスタレーション、情報
機器などの活用による種々のメディアアート
などである。
　また、既存の美術館のみを展示空間とする
だけではなく、いまでは使われなくなったさ
まざまな建物、たとえば、倉庫、工場建屋、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
16）野田前掲書、83頁
17）一般にはいわゆる「非営利団体」のことである。狭義には、日本の場合、平成 10［1998］年 「特定非営
利活動促進法」により法人格を得た「非営利活動団体」のことである。同法の目的（第 1条）には、「特
定非営利活動を行う団体に法人格を付与すること並びに運営組織及び事業活動が適正であって公益の増
進に資する特定非営利活動法人の認定に係る制度を設けること等により、ボランティア活動をはじめと
する市民が行う自由な社会貢献活動としての特定非営利活動の健全な発展を促進し、もって公益の増進
に寄与することを目的とする」とある。同法の「非特定営利活動」には社会福祉、消費者、経済活動な
どさまざまな活動分野が列記されているが、美術や芸術の関係では「まちづくり」、「社会教育」、「学術、
文化、芸術又はスポーツの振興活動」、「子どもの健全育成」などが揚げられている。
18）野田は、概して、行政と NPOとの関係について、つねに前者からみた「上下関係が支配的であり、対
等な関係はいまだ成立していない」という傾向があるとしたうえで、「アート NPOと自治体が真に協調
するための条件」について、①「自治体が行政組織や会社組織とは異なるアート NPOの組織特性を理
解すること」、②「アート NPOの自立を視野に入れること」、③「評価制度の導入と適切な運用」を揚
げ、「芸術文化は、その成果が見えにくい分野だからこそより一層、各専門分野のアート NPOと行政が
対等な関係で連携しなくてはならない」と主張する。野田前掲書、92頁～ 93頁。
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　にもかかわらず、アートによるまちづくり
や観光客の増加による観光サービス産業の振
興といった経済効果以上に、アートによる新
たな産業の登場、既存産業のイノベーション
へ大きな期待がかけられている。日本でも、
労働集約産業や資本集約産業に代わり、1970
年代において知識集約的産業への転換の重要
性が指摘されたことがあった。その背景に
は、アジア諸国などからの追い上げのほか
に、欧米諸国との貿易摩擦の問題なども顕在
化しつつあり、新たな産業へのシフトが重要
課題となっていた。
　ここでいう知識集約的産業とは、知識や知
的労働の集約度が高い産業の総称であり、通
商産業省（現経済産業省）の産業構造審議会
は同産業の振興をはかるため、具体的に、①
研究開発集約産業―事例としてコンピュータ
機器、航空機、産業用ロボット、集積回路、
ファインケミカル等々、②高度組立産業―通
どに類似する。必然、地域アートの高次版で
ある文化都市や創造都市への取り組みで初期
的な成功を収めた政策にも関心が集まる。
　欧州ではかつての重工業都市で主要産業が
衰退したものの、芸術文化政策によって地域
再生をはかったとされる英国のグラスゴー
市 19）や、イタリアを代表する自動車メーカー
のフィアット社の企業城下町として発展して
きたものの、リンゴット工場が閉鎖されたこ
とでそれまでの歴史遺産を古くて新しい地域
資産20）として生かすことで地域再生をはかっ
ているトリノ市、スペインのバスク地方のビ
ルバオ21）―ビルボ―の米国美術館の分館誘致
を歴史遺産の相乗効果による観光客吸引≒地
域再生などが注目されてきた。しかし、都市
や地域が芸術都市や美術館を新たに誘致ある
いは建設しても、そうした成功例と同様の効
果を収めることは必ずしも保証されてはいな
い。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
19）欧州諸国のばあい、1980年代半ばから欧州文化首都芸術祭（アートフェスティバル）が、欧州で「芸実
首都」として指名された都市で欧州委員会の支援の下で毎年開催されてきた。この目的は、短期的には
指名された都市の国際的知名度の向上による観光客の吸引、より中長期的には市民の誇りの促進、文化
施設の改修、創造性とイノベーションの向上による新旧地域産業の振興などであろう。グラスゴーでは、
1990年に芸術祭が開催された。翌年はアイルランドのダブリンが指定されている。1985年依頼の指定
都市リストをみると、第 1回目のアテネからパリ、（西）ベルリン、アムステルダム、マドリッド、リ
スボン、コペンハーゲン、ストックホルム、ブリュッセル、ヘルシンキなど主要首都が選ばれたあとは、
歴史的な遺産をもつ地方都市なども指定されている。フィンランドでも首都ヘルシンキ（2000年）のあ
とは、旧都のトゥルク（フィンランド西南部）は 2011年に指定されている。ちなみに、グラスゴーや
トゥルクもかつての造船業の中心地の一つであった。
20）地域遺産は宮殿や寺院などの歴史的な建造物に等値されて考えがちであるが、現在では工場なども歴史
的地域遺産としてとらえられるようになってきている。たとえば、フィンランドでは、現在ではハイテ
ク企業のイメージが強いノキアグループが当初のケーブルなどを生産していたものの、1980年代末から
使われなくなったヘルシンキの工場はアートセンターとして利用されている。日本でも、ベネッセなど
による現代アートサイトとして知られるようになった瀬戸内海の犬島の銅精錬工場なども著名となっ
た。
21）鉄鋼、造船、石油化学などいわゆる重工業都市で、1970年代以降に衰退し始めたビルバオが著名になっ
たのは、1990年代に入っての地域再生を目指した大型建設プロジェクトの導入、とりわけ、斬新なデザ
インのグッゲンハイム美術館の建設によってであろう。同美術館の開館後、海外を中心に多くの観光客
を惹きつけてきたからであった。
22 中京企業研究
広範な関連業種への応用を通じて産業全体へ
と波及する。
　アートのもつスピルオーバー効果と創造産
業との関係については、概して、投入経営資
源のなかに単なる原材料などハード的＝財だ
けではなく、むしろ人間の創造性がアイデ
ア、知識などのかたちで投入される割合が高
い産業である。原材料などが物的資本である
とすれば、アイデアの提供者なる人間は人的
資本ということになろう。具体的な創造産業
の業種は、一般的にはテレビ、ラジオや新聞
雑誌―最近ではネット―などのマスメディ
ア、出版印刷業、音楽、映画、演劇、ゲーム
ソフト、各種デザイン―、従来の工業デザイ
ン、商業デザインに加え、最近ではウェブデ
ザインなど―、建築、広告・宣伝など広範囲
に及ぶ。音楽、映画、ゲームソフトなどはコ
ンテンツ産業とよばれるように、コンテンツ
に占める人的資本の割合は圧倒的である。こ
れを支えるのは ICT（Information and Com-
munication Technology）などの技術の応用
以上に、そうした産業に関わる個々人のもつ
アイデア、美的センス、感性が育つ地域性が
あるとすれば、公立美術館など地域の美術館
などの果すべき役割、とりわけ、そのコンテ
ンツをどのように企画・運営するのかが問わ
れる。
信機器、事務機器、数値制御工作機器、公害
防止機器等々、③ファッション型産業―高級
アパレル、高級家具、住宅調度品、電子楽器
等々、④情報・教育・医療サービス業―対個
人・対事業所サービス業などが掲げられた。
そうした産業の発展には、研究開発、デザイ
ン、専門的知識など知識集約化が必要とされ、
昭和 46［1971］年の「70年代の通商産業政
策のあり方」などで知識集約化、創造的知識
集約型産業などの概念が登場したのである。
　現在の創造産業とアートとの関係では、そ
れまでの科学的知識や工学的知識だけではな
く、アート的センスなど感性も重要な投入資
源としてみなされていることになる。ただ
し、アート集約産業という範疇は、工芸品な
どの分野でいえても、産業全体との関係では
その効果は直接的ではなく、間接的なスピル
オーバー効果で象徴化される。
　むろん、それはアパレル製品や家具製品な
どへのデザイン面での直接的な効果もあろう
し、より間接的には工業デザインや商業デザ
イン、工学機器の人間工学的22）な応用、さら
にはさまざまな産業分野での創造性への刺激
を通じた新製品開発などへの期待である。後
者はアートのスピルオーバー効果23）といって
よい。地域の優れた美術館や地域アートが自
分たちの地域だけではなく、その他の地域へ
も影響を及ぼす効果である。それは技術開発
で、特定の分野での新発見や新技術の開発が
意図した狭い分野だけではなく、その効果が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
22）人間工学（human engineering, ergonomics）は、一般に人間と機械との関係を一つの系として、その
関係に単に物理学や工学などだけではなく、医学、心理学、生理学の分野の成果を応用して、人間がよ
り使いやすい機械の設計を目指すものである。アートの関係には、さらにそこに美的感覚や感性も付加
されることで、操作する人間と機械との関係をより創造的なものへの転換させることが期待される。
23）スピルオーバー（spillover effect）＝「拡散効果」あるいは「露出効果」は、元来は、電波が本来の目
的とするサービス地域を超えてその他の地域にも及ぶことをいう。公共経済学では、公共サービスの便
益（benefits）が給付公共団体の行政区域をはるかにこえてその他の区域にも「拡散」することで、公
共サービスの提供に関わる費用を負担していない他の地域の住民たちにもその便益が及ぶこと―外部経
済効果―を意味する。
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策が空洞化にともなう工場閉鎖後の跡地利
用、シャッター通りで象徴化された中心市街
地の空洞化対策などと連動して、あるべき方
向性が意図されてきたかどうかである。
　ややもすれば、欧州諸国の稀有な成功事例
のみを模倣し、日本の各地の地域的文脈のな
かでそうした事例が十二分に消化されてきた
のだろうか。これは国レベルでの文化政策の
指針として位置づけられ、国立博物館・美術
館の充実などを盛り込んだ「文化立国の実
現」というあいまいな政策目標についても同
様である。
　「文化立国の実現」は、平成 10［1998］年
に文化庁が「文化政策推進会議」の報告を踏
まえて策定した「文化振興マスタープラン」
に盛り込まれた考え方である。この背景に
は、ますますグローバル化していく経済社会
情勢のなかで、日本というアイデンティティ
＝伝統文化継承の必要性、芸術文化を通じた
ある種の産業構造転換を促すことのできる刺
激などが期待されていた。予算が付けられた
政策項目をみると、芸術創造活動はともかく
として、予算額的には伝統文化の継承・発
展、文化発信のための基盤整備がもっとも多
額となっていることからも理解できよう。反
面、文化を支える人材の養成・確保などは大
きな予算額が配分されたとは言い難い。その
後、平成 13［2001］年には、「文化芸術振興
基本法」が制定されている。同法にはつぎの
ような前文がおかれている。
　「文化芸術を創造し、享受し、文化的な
環境の中で生きる喜びを見出すことは、
人々の変わらない願いである。また、文化
課題と展望
　すでにふれたように、1970年代の革新自
治体を中心とした文化政策への取り組みは、
1980年代後半から国における文化振興策に
も大きな影響を与え、1990年には「芸術文
化振興基金」の創設を促した。これと並行し
て県、さらには市や町のレベルでも、文化会
館や文化ホール、博物館に加えて、美術館が
続々と建設された。
　文化経済学者の後藤和子は、その後の経緯
について、「1980年代後半以降、地方自治体
による文化ホールや美術館・博物館の建設が
相次ぎ、箱ものとしての文化施設が充実し
た。しかし、箱ものとしての文化施設の建設
とは裏腹に事業費や運営のノウハウの不足等
の問題を抱えたまま、1990年代後半になる
と、財政赤字を理由に文化予算を削減する動
きも現れ、2000年代には指定管理者制度の
適用をめぐって、その運営のあり方が問われ
ている」24）と指摘する。
　地方財政の悪化は、後藤のいう文化施設の
運営費などの削減傾向をもたらし、美術館も
含め、指定管理者制度を導入する公立の文化
施設の数を増加させた。ただし、こうした予
算の見直しと削減は公立文化施設25）だけでは
なく、さまざまな分野に及んだ。検討してお
くべきは、ミクロ面、つまり、そうした公立
文化施設のマネジメントーアーツマネジメン
トなど―だけではなく、マクロ面での文化政
策あるいは文化経済政策の大きな枠組みや方
向性が実際にきちんと設定され、そうした政
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
24）後藤和子『文化と都市の公共政策―創造的産業と新しい都市政策の構想―』有斐閣（2005年）、32頁。
25）多くの地方自治体の公立文化施設は、たとえば文化会館や文化ホールと呼ばれる劇場音楽ホールなどは、
昭和 42［1967］年の「公立教育施設整備補助金法」の下での国からの補助金などによって建設され、
1970年代以降では「ふるさとづくり事業」や「地域総合整備事業債」、これらに関連する「地方交付税」
によって文化ホールなどの建設が続いた。借金＝地方債と地方交付税で建設した後の建物の維持と、そ
こでの事業展開の企画・運営などソフト面の充実が課題である。
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　同法の基本的な枠組みは、それまでのさま
ざまな分野で制定された他の基本法と大きく
変わるものではなく、文化振興マスタープラ
ンを成文化した内容である。芸術の振興の対
象となっているのは、従来の文学、音楽、美
術、演劇等々から、映画、マンガ、アニメ、
コンピュータを利用した芸術、メディア芸術
などへと拡大されていることは注目しておい
てよい。なお、「美術館、博物館、図書館等」
については、同法第 26条で、「国は、美術
館、博物館、図書館等の充実を図るため、こ
れらの施設に関し、自らの設置等に係る施設
の整備、展示等への支援、芸術家等の配置等
への支援、文化芸術に関する作品等の記録及
び保存への支援その他の必要な施策を講ずる
ものとする」とされ、それまでと大きく異
なっているわけではない。
　他方で、経済産業省は平成 22［2010］年
に「『文化産業立国』に向けて―文化産業を
21世紀のリーディング産業に―」の政策構
想を打ち出している。同ビジョンでは、いま
までの自動車や家電などに代わって、今後の
日本経済をけん引する可能性―ソフトパワー
―が大きい産業分野として、「文化産業（ク
リエイティブ産業）」が位置づけられている。
具体的にはすでにふれたコンテンツ産業、
ファッション産業、家具や文具などデザイン
性の高い産業、イメージ性が重視される観光
業などである26）。いずれにせよ、ここでは
「日本文化」の「産業化」が強く意識されて
いる。
　このためには人的資本、とりわけ、組織で
はなく、個人ベースでの創造性が強調されて
いる。ここで取りあげた公立美術館の役割や
位置付けも、現在の文化立国や文化産業立国
芸術は、人々の創造性をはぐくみ、その表
現力を高めるとともに、人々の心のつなが
りや相互に理解し尊重し合う土壌を提供
し、多様性を受け入れることができる心豊
かな社会を形成するものであり、世界の平
和に寄与するものである。更に、文化芸術
は、それ自体が固有の意義と価値を有する
とともに、それぞれの国やそれぞれの時代
における国民共通のよりどころとして重要
な意味を持ち、国際化が進展する中にあっ
て、自己認識の基点となり、文化的な伝統
を尊重する心を育てるものである。
　我々は、このような文化芸術の役割が今
後においても変わることなく、心豊かな活
力ある社会の形成にとって極めて重要な意
義を持ち続けると確信する。
　しかるに、現状をみるに、経済的な豊か
さの中にありながら、文化芸術がその役割
を果たすことができるような基盤の整備及
び環境の形成は十分な状態にあるとはいえ
ない。二十一世紀を迎えた今、これまで培
われてきた伝統的な文化芸術を継承し、発
展させるとともに、独創性のある新たな文
化芸術の創造を促進することは、我々に課
された緊要な課題となっている。
　このような事態に対処して、我が国の文
化芸術の振興を図るためには、文化芸術活
動を行う者の自主性を尊重することを旨と
しつつ、文化芸術を国民の身近なものと
し、それを尊重し大切にするよう包括的に
施策を推進していくことが不可欠である。
　ここに、文化芸術の振興についての基本
理念を明らかにしてその方向を示し、文化
芸術の振興に関する施策を総合的に推進す
るため、この法律を制定する。」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
26）このほかにも日常雑貨製品、食品（飲食業）、広告、出版、建築デザイン、放送、音楽、映画、舞台芸
術、デザイン業、アート関連産業などが含まれる。コンテンツ産業では、米国のハリウッド映画の世界
配給額（輸出額）と日本映画界との大きな格差などが問題視されている。彼我の対比では、韓国の文化
産業育成政策などが強く意識されている。
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めにアートマネジメントの必要性も論じられ
てきた。この具体的な方向性の一つとして、
文化施設の維持・管理コスト削減のための指
定管理者制度が多くの美術館などで導入され
てきた。
　むろん、来館者増大への経営努力は「公
立」施設といえども、必要であり、そのため
の基本的な取り組みは、公立美術館がどのよ
うな美術鑑賞サービスを提供できるかにもよ
る。マネジメント面での取り組みは単にコス
トダウンだけではなく、自分たちの組織の
「競争力」を強化できるかどうかである。美
術館の場合、それは「美術館力」であろう。
そうした競争力の一端は、地域の公立美術館
の場合、地元の作家などの地道な発掘と評価
ではなかろうか。たとえば、日本初のユネス
コ世界記憶遺産に登録された山本作兵衛
（1892～ 1984）の残した炭鉱画と田川市との
関係において、田川市での博物館や美術館の
活動のあり方は地域のミュージアムの今後の
方向性の一端を指し示している。
　炭鉱業という日本の戦後復興と経済成長を
の構想―グランドデザイン―との関係のなか
でそのあり方が問われる可能性もある。だ
が、文化立国や文化産業立国を担う人材の育
成や養成に、公立美術館が応えることができ
るのか。そのまえに、そもそも、そうした役
割を公立美術館などに求めること自体、再考
されるべきではないのか。とはいえ、地方財
政の悪化のなかで、公立美術館は自らのレー
ゾン・デートルー存在理由―を求められるこ
とも増えよう。このことは、わたしたちに
とって美術とは何か、そして、そうした美術
作品を収集・研究・展示することの公共サー
ビスとしての本質的な価値が美術館の内外で
問われることになる27）。
　日本のみならず、それまでの主要産業、と
りわけ、いわゆる重厚長大産業28）が衰退した
国内地域をもつ国において、地域経済の再活
性化がその跡地などを利用して、文化産業の
育成の必要性が指摘され、文化産業の育成を
意図した文化経済政策がさまざまな試みとと
もに実施される一方で、地方財政の悪化から
美術館などの公立文化施設の収益性向上のた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
27）この種の議論は、いままでの美術館に限らず、地方自治体や国の専門機関などで、行政職のトップと専
門職の職員の間で繰り返されてきただろう。美術館では、多少ともラジカルな展示内容をめぐって現場
での対立もある。美術作家の白川昌生は、「我が国の美術館においては、天下り役員の館長と専門職で
ある学芸員が対立して館をやめる、といった事件もあれば、展示する作品をめぐって両者間に問題が起
きたりということなども聞く、……学芸員のマネジメント的能力が大きく要求されている今日の美術館
の状況を考えるならば、美術にうとい館長、課長などが天下りでやってくる現場では、まず人間的な相
互理解と文化的事業の評価に関する理解困難・不能の問題が起こってきるはずだ。さらに現在では、外
部から企画をもちこむインディペンデント・キュレ―ター等の問題も発生している」と指摘したうえで、
ロンドンのニュー・テート・ギャラリーやビルバオの成功事例についても、つぎのように問題点にふれ
ている。「しかしながら、このような、大都市の、好条件下で運営、活動のできる美術館はむしろ限ら
れているのが現実であり、地方の小美術館は非常に厳しい資金不足、人材不足の中で存続をかけた苦戦
を強いられている。現在、財政難に直面している公立、私立の美術館、アートセンターは、いかにして
公衆との関係をひろげてゆくか、公衆からの支持を増大させてゆくかに苦心しているのだ。それが達成
できなければ、閉館、コレクションの売却という現実がさしせまっているのだ」。白川昌正『美術館・
動物園・精神科施設』水声社（2010年）、161～ 162頁、189頁。
28）鉄鋼業、非鉄金属、化学といった広大な敷地を必要とした産業分野のほかに、輸送機器では造船などが
典型的な重厚長大産業である。
26 中京企業研究
れ、そこに経済的な役割などが求められてき
たわけではない。
　他方において、アート産業という言葉が定
着してきたことが示唆するように、いまは現
代アートがある種の投機商品として売買され
る時代ともなっている。公立美術館がそうし
た作品を個人コレクターと張り合って購入で
きる時代でもなくなってきてもいる。他方、
親しみやすいという意味で、現代アートが地
方の町おこしの手段として地域アートなど、
美術館を飛び出してアートが溢れかえる時代
ともなってきている 30）。
　こうした時代であるからこそ、公立美術館
のみならず、さまざまな文化施設にかかわる
意義を考える時代となってきている。そんな
アートが溢れかえる時代であるからこそ、地
方の公立美術館の学芸員などの隠れた地元作
家の発掘力がますます重要になってきている
のではないだろうか。自分たちの地域への誇
支え続け、その後、衰退産業となった地域に
おいて、どのような人びとの営みがあり、ど
のような地域社会であったのかを、田川市な
どの文化施設などはそれを伝える力をもって
いる。山本の炭鉱画は、炭鉱業＝田川市など
筑豊地方の近代産業遺産を視覚的に現在に伝
えるだけではなく、社会そのものの変化をも
現在に伝えてくれる不思議な力をもってい
る 29）。
　最後に、経済政策と文化政策との関係にも
どっておけば、経済政策はそれまでの産業
ベースでの振興を意図した産業政策全般、工
業政策、商業・サービス業政策、企業規模別
の対応を意図した中小企業政策などの下に実
施されてきたものの、現在ではその対象と範
囲を文化にまで拡大させて、文化経済政策の
名の下でさまざまな試みがされてきている。
かつては、美術館や博物館などミュージアム
の存在は、非経済的な存在として位置づけら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
29）山本は筑豊の炭鉱で 50年近く、採炭工などとして働き、還暦をこえてからもっぱら墨画として 1000枚
以上描いた。山本の炭鉱（記録）画は、平成 23［2011］年 5月にユネスコ登録遺産に登録された。認定
対象となったのは、田川市石炭・歴史博物館所蔵の絵画、日記、原稿のほか、山本家から田川市にある
福岡県立大学への寄託の絵画、日記、現行などである。認定に先だって、東京の目黒区美術館で、平成
21［2009］年に「“文化”資源としての〈炭鉱〉」展が開催されている。山本はプロの画家ではなく、採
炭工のときの記録を元に多くの炭鉱画を残した。日本近代史の研究者の有馬学は、そうした山本炭鉱画
の世界記憶遺産登録の意義について、「私が注目するのは、そこに旧産炭地における石炭産業と地域社
会のかかわりをめぐる、新たな段階の到来が暗示されていると考えるからである。最も重要なことは、
……筑豊に残存する産業遺産のサイトが貧弱であることの歴史的根拠と関係している。つまり、かつて
は思いだしたくもない記憶であった〈石炭〉に、産炭地の地域社会がようやく向き合うことが可能にな
り、眼をそらし続けた（それには正統な理由があった）〈石炭〉を正視することで、地域社会のアイデ
ンティティを確認し直そうとする動きが少しずつ広がってきたということである。そして世界遺産問題
は、間違いなくその契機となっているのである」と指摘する。有馬学・マイケル・ピアソン・福本寛・
田中直樹・菊畑茂久馬『山本作兵衛と日本の近代』弦書房（2014年）、21頁。
30）この傾向について、美術作家でもある大野左紀子は「都市の美術展から地方の町おこしまでアートが溢
れていて、そのすべてが異口同音に『豊かなアート体験』『アートは人と人を繋ぐ』『アートはコミュニ
ケーション』といった宣伝活動とともにある状況も、何かが過剰になっている」と指摘する。必然、
アートに対する関係も、従来の「鑑賞」から「体験」＝ワークショップなど、美術館体験は多彩になっ
てきている。この背景には、来館者数の増加の意味合いも強い。大野左紀子『アート・ヒストリー―な
んでもかんでもアートな国・ニッポンー』河出書房新社（2012年）81頁。
27文化資本と地域経済政策
りは、今後の地域社会の展望を切り開くうえ
で、いままで知られることがなかった地元作
家の作品31）の発見・収集・研究・展示といっ
た公立美術館の基本的役割は保持されてよ
い。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
31）筑豊という炭鉱地域で自らの採炭工としての生活を描いた山本作兵衛との対比で、久留米市の酒造家に
生まれた高島野十郎（1890～ 1975）も独学で油彩などを学び、東京大学農学部卒業後に「世の画檀」
とは一線を画して、炭鉱で活気ある九州の地域社会とは異なる静謐な感覚のなかで、高度経済社会の行
き詰まりをなにか暗示するような絵画などを多く残した。一部の人たちにしか知られていなかった野十
郎の絵画は、地元の福岡県立美術館の関係者などによって世に出されることになる。福岡県立美術館の
副館長元副館長の西本匡伸は、「高島野十郎の昨日、今日、明日」で、「野十郎は画檀と距離を置いた姿
勢と行動を貫いたため、彼を知る人は友人知人の域を超えることはなかった。画家として無名であった
野十郎に、初めて光が当ったのは没後 5年度の昭和 55年に開かれた展覧会『近代洋画と福岡県』であっ
た。当館の前身の福岡文化会館の企画展として開かれ、……他の著名な洋画家たちのなかで―引用者注）
地元の画家ですら聞いたことも見たこともない野十郎の存在と作品は、展覧会において新鮮に映ったこ
とだろう」と指摘する。野十郎の作品は彼の経歴とその後の生き方の感連とも相まって、溢れかえる
アートの時代にあって、アートとは何か、アートと社会との相互作用は何かという問いを突き付けてい
る。西本匡伸・高山百合・山田敦雄・江尻潔編『高島野十郎―光と闇、魂の軌跡―』東京美術（2015
年）、16頁。
